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個人事業者（農林漁業を含む）用補充陳述書
現在，自営業（農林漁業を含む ）を営んでいる方，又は，過去２年間内に自営業を止。

めた方は，この補充陳述書を提出してください。

,申立人 ○ ○ ○ ○

１ 使用している屋号又は名称 （ ）○ ○ ○

２ 事業内容（仕事の内容，仕方）などを具体的に記載してください。

私は，平成○年に親方から独立して○○○の屋号で大工をしています。仕事の約７

割は○○建設（株）の下請けで，残りは近隣の施主から直請けで一戸建てを建てたり

しています。下請仕事は３か月先の約束手形で，直請仕事は現金で，それぞれ支払っ

。 ， ，てもらっていました 下請けの場合は 従業員数人を連れ道具類持込みがほとんどで

材料は元請けで用意していました。直請けはすべての材料の購入を私を通して行うの

が通常でした。

３ 営業の場所（複数ある場合は，すべて記載してください ）。

□申立人所有物件 □現住所地

□その他 （住所：〒□□□－□□□□

）

□その他 （住所：〒□□□－□□□□

）

□賃借又は使用貸借（無償で借りている場合）物件

（添付書類： 店舗・工場等の賃貸借契約書写し）

所 在 地 明渡しの時期 賃 料 敷 金 返還（見込）額

万円 月 万円 万円○○市○○町 ○ ○ １０ ５０ ３０平成 年 月 /

明渡済み○○番○号

万円 月 万円 万円/

（返還を受けた敷金がある場合には、その使途を具体的に書いてください ）。

返還を受けた敷金３０万円のうち，１０万円は，材料代の支払いに使い，残りの

２０万円は，生活費のために使いました。

４ 従業員の有無（過去に雇用していた場合も含む）

□無

□有・・・最も多い時（昭・平 年ころ）の従業員数 人○○ ３

現在又は自営業を止めた時（平成 年 月）の従業員数 人１

（ 。）未払給料や未払退職金等がある場合は必ず労働債権者一覧表に記載してください



- 2 -

５ 商業帳簿の記載

□ 正確に記帳していた

□ 大体の額を記帳していた

□ 記帳していなかった

６ 申告の有無

□ 青色申告

□ 白色申告

□ 無

７ 未回収の売掛金

□無

□有（多数ある場合には，下表の要領で適宜の用紙に記載してください ）。

売掛金額 回収可能性の有無 回収の可能性がない場合の理由相手方の住所氏名

平成○年○月，破産宣告を受けてい○○市△△町

○○万円 無 る （○○地方裁判所平成○年 第○番○号 。

○○建設 株 ○○号）（ ）

８ 在庫商品及び原材料

□無

・・・□あったが処分した（処分した時期：平成 年 月ころ）

□有（多数ある場合には，下表の要領で適宜の用紙に記載してください ）。

品 名 数 量 保管場所 現在の評価額

○○○○○○○○○ ○○○個 現住所地 約○○○○円

円

９ 機械工具類，什器，備品

□無

・・・□あったが処分した（処分した時期：平成 年 月ころ）

□有（多数ある場合には，下表の要領で適宜の用紙に記載してください ）。

品 名 数 量 購入時期 購入価格 現在の評価額

○○○○○ ○個 ○○ ○○万円 約○○○○円平成 年
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リース物件10

□無

（添付書類： リース契約書写し）□有

品 名 残リース料 返還の有無 返還していない理由

○○○○○○○ ○○○万円 大型機械で搬出に多額の費用□した

を要し，費用負担の点で貸主□していない

と話がつかない。

□した

円 □していない

申立人が個人事業者である場合，申立人の使用人その他の従業者の過半数を代表す11

る者，又は過半数で組織する労働組合

□無 □有

（有の場合・・・従業員の過半数を代表する者又は労働組合は次のとおり）

代表する 〒□□□－□□□□ 代表する者

者の住所 の氏名

〒□□□－□□□□ 組合員の数労働組合の

主たる事務

労働組合の所の所在地

代表者の氏

名労働組合

の名称



番号 債　権　者　の　氏　名 郵便番号 住　　　 　　  所 ＴＥＬ
給料，退職手当，解
雇予告手当

金　　額（円） 財団債権相当額
（近似値）

備　考
（月給額）

（申立日の３か月以上前に退職している場合で，退職手当の一部が未払いになっている場合）

1 ○　○　○　○ ７６０－○○○○ ○○市○○町○番地○号 ☆☆アパート○○ （０８７）○○○－○○○○ 退職手当 230,000 230,000 150,000

（申立日の２か月前に予告して整理解雇し，申立日の１か月前に解雇の効力が生じた場合で，給料１か月分及び退職手当が未払いになっている場合）

2 ×　×　△　△ ７６０－○○○○ ○○市○○町○○番地○○号 （０８７）○○○－○○○○ 給　　　料 200,000 200,000 200,000

3 ×　×　△　△ ７６０－○○○○ ○○市○○町○○番地○○号 （０８７）○○○－○○○○ 退職手当 1,600,000 600,000 200,000

（申立日の２か月前に自己都合で退職した場合で，その前３か月分の未払給料がある場合）

4 □　□　◎　◎ ７６１－○○○○ ○○郡○○町大字○○番地○○号 （０８７）○○○－○○○○ 給　　料 750,000 250,000 250,000

（申立日の３日前に突然に解雇予告手当の支払をせずに解雇した場合（それ以外に未払いはない）で，退職金支給規定や過去にも退職金支払いの事実がない場合）

5 □　□　□　□ ７６１－○○○○ ○○郡○○町大字○番地○ （０８７）○○○－○○○○ 解雇予告手当 300,000 300,000 300,000

6

7

8

9

総　　計 3,080,000 1,580,000

労　　　　働　　　　債　　　　権　　　　者　　　　一　　　　覧　　　　表
 （給料，退職手当及び解雇予告手当は別欄に記載すること）

（注）　財団債権相当額（近似値）は，給料の場合には，申立前の直近３か月間内の未払給料（実費弁償部分の通勤手当や出張手当を除く諸手当を含む）の額を，退職手当
　　　　の場合には，未払退職手当のうち，退職前直近３か月間の給料の総額又は申立前の直近３か月間の給料の総額のいずれか高額な方に相当する額を，それぞれ指す。

－４－


